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2021年３月 31日 

 

各 位 

 

東 京 都 新 宿 区 新 宿 二 丁 目 1 番 1 1 号 

株 式 会 社 ア イ フ リ ー ク モ バ イ ル 

代 表 取 締 役 社 長  上 原  彩 美 

（コード番号：３８４５ JASDAQ） 

問い合わせ先  管 理 部 長  三 宅  公 崇 

E - m a i l  ir3845@i-freek.co.jp 

U R L  https：//www.i-freek.co.jp/ 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は本日開催の取締役会において、2021年６月１日を効力発生日として、当社の完全子会社で

あるリアリゼーション株式会社を吸収合併（以下「本合併」といいます。）することを決議しました

ので、お知らせいたします。なお、本合併は完全子会社を対象とする吸収合併のため、開示事項及

び内容を一部省略しております。 

記 

１．合併の目的 

   当社グループにおいて、リアリゼーション株式会社はコンテンツクリエイターサービス事業を

行っております。本合併は、営業、マーケティング、人材採用、研修体制の統一化を実施し、

同時に業務の集約及び人材配置の最適化により労働採算性を高め、経営の合理化と組織運営の

効率化を図り、当社グループの成長を一層加速させることを目的としております。 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

    合併契約承認取締役会決議日     2021 年３月 31 日 

    合併契約締結予定日         2021 年４月９日 

    合併予定日（効力発生日）      2021 年６月１日 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に基づく簡易合併であり、リアリゼ

ーション株式会社においては会社法第 784 条第１項に基づく略式合併であるため、い

ずれも株主総会の決議を経ることなく行います。 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、消滅会社であるリアリゼーション株式会社は効力

発生日をもって解散いたします。 

（３）合併に係る割当ての内容 

消滅会社であるリアリゼーション株式会社は当社の 100％子会社であることから、本合併に

よる新株式の発行及び金銭等の割当ては行いません。 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(１)名称 株式会社アイフリークモバイル リアリゼーション株式会社 

(２)所在地 東京都新宿区新宿二丁目１番 11 号 東京都港区南青山一丁目 10 番 3 号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役 上原 彩美 代表取締役 森川 喜木 

(４)事業内容 

コミュニケーションコンテンツ事業 

ファミリーコンテンツ事業 

コンテンツクリエイターサービス事業 

IP 事業 

コンテンツ配信サーバの設計、開発 

ソフトウェア開発 

SES 事業 

情報通信システムに関する SI 事業 

(５)資本金 1,168,615 千円 10,000 千円 

(６)設立年月日 2000 年６月８日 2012 年６月 19 日 

(７)発行済株式数 17,145,678 株 1,000 株 

(８)決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(９）大株主及び持株比率 永田 浩一        16.07% 

長谷川 聡           3.18% 

株式会社ヴァスダックキャピタル 

3.03% 

株式会社アイフリークモバイル   

100.0％ 

(１０)直前年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2020 年３月期（連結） 2020 年３月期（単体） 

純資産 383,964 千円 42,902 千円 

総資産 1,147,232 千円 182,399 千円 

1 株当たり純資産 22.24 円 42,902 円 

売上高 1,666,492 千円 91,951 千円 

営業利益 △235,911 千円  △8,588 千円 

経常利益 △209,455 千円 △8,587 千円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

△214,941 千円 
2,730 千円 

1 株当たり当期純利益又

は純損失(△) 

△13.20 円 2,730.59 円 

 

４．合併後の状況 

 本合併による当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、連結業績への与える影響は軽微であります。 

 

以上 


